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三 経済的自由の制限に関する違憲審査（以上，本稿⑵，本誌 91 号掲載）











































































































⚑） 以上については，舟田［1975-77］⑺ 651 頁を参照。
⚒） 舟田［1975-77］⑴ 451 頁以下，舟田［1995］205 頁以下参照。




























⚓） 川島武宜［1941］107 頁以下。本論文について，塩野宏［1989］92 頁を参照。これに対し，
現代国家・社会においても，国家と社会の区別を維持すべきだと論じるものとして，ベッケン
フェルデ［1999］，押久保倫夫［1995］90 頁以下等を参照。

































⚖） 舟田［1975-77］⑸ 684 頁参照。
⚗） 舟田［1975-77］⑺ 626 頁以下，651 頁等を参照。




























⚘） ヘッセ［1983］7 頁，10 頁等を参照。
⚙） ヘッセ［1983］9 頁。




































田［1975-77］⑺ 637 頁，641 頁等を参照。また，「経済制度」をめぐって争われた投資援助判
決に関連して後掲の諸文献をも参照。






























17） Böhm, F.［1933］，Böhm, F.［1937］．前述，第 1章第 1節三 1⑵などで何度か触れている。
詳細は，舟田［1975-77］⑹～⑺参照。
18） 例えば参照，Pütz,T.［1948］S.23ff., Eichler, H.［1950］S.57ff.
19） Raiser. L.［1977］所収の，Raiser. L., Wirtschaftsverfassung als Rechtsproblem（初出は





































































































































































































29） 舟田［1975-77］⑹ 296 頁，302 頁等を参照。





























































32） 舟田［1975-77］⑺ 630 頁。
33） ドイツ連邦憲法裁判所 1954 年 7 月 20 日判決，BVerfGE 4,17f. 本件については，既に，第
3節五 1 ⑶（ニッパーダイの所説），同五 3 ⑸⛸で簡単に触れた。これに関する日本の研究とし
て，五十嵐清［1976］，角松生史［1989］747 頁，角松生史［1994］24 頁以下，高橋岩和
［1997］79 頁以下，石川健治［2008b］129 頁，根森健［2001］，山本隆司［2011］28 頁以下，
赤坂正浩［2012］，舟田［1975-77］⑺ 614 頁以下を参照。高橋岩和［1997］80 頁によれば，連













































































































































































結合規制（理事会規則 2004 年 139 号）等の規定が設けられ，厳格な執行が行わ
れている。
このうち，社会原則との関係では，競争制限効果を持つ競争制限的協定（カ


























































































































立教法学 第 100 号（2019)
160（77）
憲法はもともと，国家の基本的仕組み，国家と国民の基本的関係（基本権）を


























































49） Ṥ口陽一［2017］119 頁以下（初出は 1993 年）参照。
50） Ṥ口陽一［2009］17 頁参照。Ṥ口陽一［1994］135 頁は，「独禁法＝自由促進立法という観
点に関心を示さないできた法学界の傾向」を指摘する。


























53） この点で 1 つの参考になると思われるのは，井上典之［2011］42 頁以下が紹介するドイツ
連邦憲法裁判所の 2 つの判決，バイエルン・国家クジ法判決（2006 年 3 月 28 日）と非喫煙者
保護法違憲判決（2008 年⚗月 30 日），さらに後者に影響を与えた Gambelli 事件の欧州司法裁






































































































⛷ 米国の伝統的な共和主義（第 1 章第 1 節二⚓等で既に触れた）において
は，「政治過程が経済的な利益追求の場となることが，経済的利害に基づく党









































































68） Ṥ口陽一［1994］99 頁以下，Ṥ口陽一［2001］93 頁等，さらに大久保史郎［2004］を参照。
69） この項については，ライシュ［2016］，およびそこに挙げられている諸文献を参照。








































































































点を定めた上で，権力関係は「a が A の働きかけがなければ行なわないであ
ろうことを，うまく aに行なわせようとするAの企てにかかわっている」（ダ





















80） ルークス［1999］。その原著は，Lukes, Steven，Power: A Radical View（1974）。本書は，







































































































































84） 丸山眞男［1957］（下巻）466 頁以下。これについて，小川晃一［1988］128 頁以下の検討も
参照。
85） ルークス［1999］45 頁参照。
86） 川崎修＝杉田敦（編著）［2012］22 頁以下参照。小川晃一［1988］40 頁以下，ダール
［2012］77 頁以下等も参照。
87） ルークス［1999］26 頁以下，54 頁等を参照。


































































































































88） ハーバーマス［1984］319 頁以下，322 頁等を参照。
89） 小川晃一［1988］3 頁。しかし，同書 51 頁では，理由を付けずに，「経済関係は権力関係で
はなく，権力関係は，概念的に，経済関係とは区別されねばならない」，とされており，疑問で
ある。


























































































































































徴金納付命令平成 23・6・22（審決集 58 巻第 2 分冊 193 頁），ラルズ事件＝排除
措置命令・課徴金納付命令平成 25・7・3（審決集 60 巻第 1 分冊 341 頁）などが
ある。
また，同様の行為が，下請法適用の親事業者・下請事業者間の関係において










































立教法学 第 100 号（2019)
134（103）










































































































































































































































































































































市川芳治「競争法は『表現の自由』の破壊者か保護者か⑴⑵」法律時報 85 巻 10 号
立教法学 第 100 号（2019)
124（113）








イツ憲法判例研究会（編）『ドイツの憲法判例 3』（信山社，第 2版，2008）304 頁
以下 → 井上典之［2008］
井上典之「喫煙規制をめぐる憲法問題 ドイツ連邦憲法裁判所の禁煙法違憲判決を
素材に 」法律時報 81 巻 5 号 104 頁以下（2009）→ 井上典之［2009］
井上典之「競争制限・国家独占と規制の首尾一貫性」『季刊 企業と法創造』7巻 5号
（通巻 27 号）37 頁以下（2011）→ 井上典之［2011］
小川晃一『政治権力と権威』（木鐸社，1988）→ 小川晃一［1988］





めに」法政大学・経済志林 80 巻 2 号 17 頁以下（2012）→ 小澤光利［2012］
押久保倫夫「国家と社会の二元論と『個人』」 フォルストホフとベッケンフェル
デの所説を検討して」大須賀明（編）『社会国家の憲法理論』（敬文堂，1995 年）
81 頁以下 → 押久保倫夫［1995］
か
金子 勝＝井上達夫「市場・公共性・リベラリズム」思想 904 号 9 頁以下（1999）
→ 金子勝＝井上達夫［1999］
上条 勇「ヒルファディングの組織された資本主義⑴⑵」北海道大学経済学研究 27
巻 3 号 141 頁以下，3号 141 頁以下（1977）→ 上条勇［1977］
上条 勇「『金融資本論』と「組織された資本主義」論：方法論的考察」北海道大学

























関 嘉彦「ベンサムとミルの社会思想」『世界の名著 38：ベンサム；J.S. ミル』（中
央公論社，1967）5 頁以下 → 関嘉彦［1967］
た
高村学人「フランス革命期における反結社法の社会像 ル・シャプリエによる諸
立法を中心に」早稲田法学会誌 48 巻 105 頁以下（1998）→ 高村学人［1998］
瀧川裕英＝宇佐美誠＝大屋雄裕『法哲学』（有斐閣，2014）→ 瀧川裕英ほか
［2014］
武田邦宣「EC競争法原理の生成」阪大法学 56 巻 6 号 1401 頁以下（2007）
→ 武田邦宣［2007］
多田英明「銀行業に対するEU国家援助規制」日本経済法学会年報 32 号 109 頁以下
（2011）→ 多田英明［2011］
多田英明「競争法の観点からみた国家補助規制：EU競争法の議論を参考に」公正取
引 746 号 44 頁以下（2012）→ 多田英明［2012］
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Ḻ本英樹「権力論の構造 ステイーブン・ルークスとニクラス・ルーマンの比較












中島吉弘「Ｓ・ルークスにおける人権擁護論と道徳性の位相」法学新報 107 巻 3・4
号 355 頁以下（2001）→ 中島吉弘［2001］





















舟田正之「公共工事に関する独禁法の適用除外の可否」全建ジャーナル 21 巻 10 号 8
頁以下（1982）→ 舟田［1982a］






立教法学 96 号 163 頁以下（2017）→ 舟田［2017c］
舟田正之「取引開始時における優越的地位の濫用」立教法学 98 号 92 頁以下（2018）
→ 舟田［2018］
ベルントソン，E.（中谷義和＝岡林信一訳）「主権から権威と影響力へ 民主主義







森 英樹「経済活動と憲法」Ṥ口陽一（編）『講座憲法学 4 権利の保障⑵』（日本評
論社，1994）13 頁以下 → 森英樹［1994］
森 英樹「グローバル化時代の憲法と経済秩序」『季刊 企業と法創造』6巻 4号（通
巻 21 号）113 頁以下（2010）→ 森英樹［2010］
や
山内康英「政治的多元主義と熟議：概念と思想」情報社会学会誌 9巻 1号 5頁以下
（2014）→ 山内康英［2014］
横濱竜也「概念と方法」『社会 /公共性の哲学 岩波講座 哲学 10』（岩波書店，
2009）225 頁以下 → 横濱竜也［2009］













渡辺昭成「EU機能条約 101 条 3 項における競争制限効果と非競争的利益の衡量」国
士舘法学 44 号 63 頁以下（2011）→ 渡辺昭成［2011］
和田健夫「戦後西ドイツにおけるカルテル規制の変遷⑴～⑸」北大法学論集 31 巻 2
号 451 頁以下，32 巻 1 号 179 頁以下，同 2号 345 頁以下，33 巻 1 号 43 頁以下，
34 巻 2 号 341 頁以下（1980-1983）→ 和田健夫［1980-83］
外国書
Badura, Peter, Wirtschaftsverfassung und Wirtschaftsverwaltung（1970）
→ Badura, P.［1970］
Ballerstedt, K., Wirtschaftsverfassungsrecht, in: Die Grundrechte. Handbuch der
Theorie und Praxis der Grundrechte, Bd. Ⅲ, 1. Halbbd. hrsg. v. K.A. Bettermann/H.
C. Nipperdey/U. Scheuner（1958）→ Ballerstedt, K.［1958］
Böhm, Franz, Wettbewerb und Monopolkampf（1933）→ Böhm, F.［1933］
Böhm, Franz, Die Ordnung der Wirtschaft als geschichtliche Aufgabe und
rechtsschöpferische Leistung（1937）→ Böhm, F.［1937］
Ehmke, Horst, Wirtschaft und Verfassung（1961）→ Ehmke, H.［1961］
Eichler, Hermann, Wirtschaftsrecht（1950）→ Eichler, H.［1950］
Mestmäcker, E.-J., Recht und ökonomisches Gesetz（1978）→ Mestmäcker, E.-J.
［1978］（訳書＝メストメッカー［1980］）




Weber, Max, Wirtschaft und Gesellschaft, 3. Aufi.（1947）
Zacher, Hans F., Aufgabe einer Theorie der Wirtschaftsverfassung, in: Festschrift für
Franz Böhm1965, S.63 → Zacher, H.［1965］
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